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○木津川市開発指導要綱 

平成１９年３月１２日告示第１２０号 

改正 

平成１９年１２月２８日告示第２２９号 

平成２０年８月２９日告示第９４号 

平成２５年３月２２日告示第３７号 

平成２６年４月１日告示第４７号 

平成２８年３月３１日告示第４６号 

平成３０年２月１３日告示第６号 

令和５年３月２０日告示第３２号 

令和５年７月１２日告示第１１３号 

令和６年３月２９日告示第３２号 

木津川市開発指導要綱 

目次 

第１章 総則（第１条―第８条） 

第２章 公共施設（第９条―第１２条） 

第３章 公益施設（第１３条―第１８条） 

第４章 地域住民等との調整（第１９条―第２２条） 

第５章 宅地（第２３条） 

第６章 一般事項（第２４条―第２６条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この告示は、木津川市における開発行為に関し必要な事項を定めることによ

り、本市の総合的かつ計画的な整備を図り、もって秩序ある発展と良好な生活環境

の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ
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ろによる。 

（１） 開発行為とは、次に掲げるものをいう。 

ア 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による京都府知事

の許可を必要とする開発行為 

イ ２戸以上の建売住宅、長屋、共同住宅、寄宿舎及び下宿の用途に供する建築

物の建築行為 

ウ その他市長が特に必要と認めるもの 

（２） 開発者 開発行為を行う者をいう。 

（３） 開発区域 開発行為を行う土地の区域をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この告示は、本市の行政区域内において行われる開発行為について適用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、国若しくは地方公共団体が行う事業又は公益上必要と

する事業で、市長が認めたものについては、この告示の全部又は一部を適用しない

ことができるものとする。 

（事前協議） 

第４条 開発者が、開発行為を施行しようとするときは、この告示に基づき、事前に

開発計画事前協議申請書（別記様式第１号）により市長に事前協議を申し出、必要

な協議を行い承認を得なければならない。 

２ 市長は、開発者から前項に規定する開発計画事前協議申請書を受理したときは、

当該開発行為の内容が、この告示及び関係条例並びに関係法令に適合しているか否

か関係課及び関係機関と協議し、開発者に対し必要な事項について指示及び指導を

行うものとし、当該開発行為がまちづくり上支障とならないと認めた場合には、そ

れらの内容を確認する協定書を開発者と締結し、開発計画事前協議申請に対する承

認書（別記様式第２号）を開発者に対し交付するものとする。 

３ 開発者は、前項の規定による市長の指示に基づき、開発行為を施行しなければな

らない。 

４ 第１項に規定する申請書には、別に定める書類を添付しなければならない。 

（開発行為の原則） 
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第５条 河川の流下能力が不足し河川改修の必要な地域及び道路未整備地域並びに水

道供給計画のない地域等生活に必要な公共・公益施設の未整備により、開発行為を

施行するのにふさわしくない地域については、公共・公益施設が整備されるまで開

発行為については承認しない。ただし、開発者自らの負担においてこれらの整備を

行う場合は、この限りでない。 

（災害の防止） 

第５条の２ 開発者は、開発区域及びその周辺地域における地形、地質、過去の災害

の状況等に関する調査を事前に行い、宅地として安全な状態に維持できるよう考慮

し、がけ崩れ、土砂の流出、出水、浸水、地盤の沈下その他の開発行為に起因する

災害が発生しないよう計画しなければならない。 

（公共・公益施設の整備） 

第６条 開発者は、開発行為に伴い必要となる公共施設（道路・公園・下水道・緑地・

広場・河川・水路・消防施設等）を、木津川市開発行為に関する施行基準（平成１

９年木津川市告示第１２１号。以下「施行基準」という。）及び関係条例並びに関

係法令に適合させ、自らの負担において整備しなければならない。 

２ 開発者は、開発行為に伴い必要となる公益施設（上水道・交通安全施設・防犯施

設・清掃施設・集会所・広報施設等）のうち、市長が指示するものについては、施

行基準及び関係条例並びに関係法令に適合させ、自らの負担で整備しなければなら

ない。 

（公共・公益施設の検査） 

第７条 開発者は、公共施設及び公益施設の整備を完了したときは、公共・公益施設

に関する工事完了届出書（別記様式第３号）に関係書類を添付し市長に提出し、関

係施設の検査を受けなければならない。 

２ 開発者は、前項の規定に基づく検査の結果、不備な箇所等がある場合は、自らの

負担において速やかに整備し、再検査を受けなければならない。 

（公共・公益施設用地の帰属） 

第８条 開発者は、市に帰属する公共施設用地及び公益施設用地がある場合、所有権

移転の登記手続は、市長が指示する時期までに自らの負担において行わなければな
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らない。 

２ 所有権移転登記については、その実測面積と公簿面積が合致していなければなら

ない。 

３ 抵当権等の設定がある場合は、登記手続を行うまでに抹消しなければならない。 

４ 公共施設用地及び公益施設用地と他の用地との境界は、市の境界プレート等によ

り明確にしなければならない。 

第２章 公共施設 

（道路） 

第９条 開発者は、開発区域内に都市計画決定された道路及び市が計画する公共施設

としての道路がある場合には、これらに適合するよう計画しなければならない。 

２ 開発区域内の道路（開発行為により設置した道路）は、６．０メートル以上の幅

員とすること。 

３ 取付け道路の新設及び開発区域に接する既存道路の拡幅等は、開発者自らの負担

において整備しなければならない。 

４ 市に帰属することとなる道路がある場合、開発者は道路台帳を作成し市長に提出

しなければならない。 

５ 開発区域内の道路及び接続道路の幅員、構造等については、施行基準及び関係法

令によること。 

（公園・緑地・広場） 

第１０条 開発者は、開発区域内に都市計画決定された公園、緑地及び広場（以下「公

園等」という。）又は市が計画する公共施設としての公園等がある場合には、これ

らに適合するよう計画しなければならない。 

２ 公園等の整備については、施行基準及び関係法令によること。 

３ 公園等内の諸施設については、市長と協議の上開発者自らの負担において整備し

なければならない。 

４ 市に帰属することとなる公園等がある場合、開発者は、公園台帳を作成し市長に

提出しなければならない。 

（排水施設） 
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第１１条 開発者は、開発区域内に都市計画決定された公共下水道の計画がある場合

には、これらに適合するよう計画しなければならない。 

２ 開発者は、開発区域内の排水に必要な施設（以下「排水施設等」という。）を、

自らの負担において整備しなければならない。 

３ 開発者は、開発区域内の雨水及び汚水を公共下水道方式で処理する場合には、公

共下水道に接続するための排水施設等は木津川市公共下水道条例（平成１９年木津

川市条例第１８８号）及び木津川市排水設備基準並びに関係法令に基づき、自らの

負担において整備しなければならない。 

４ 開発者は、開発区域が公共下水道の予定処理区域内にあり、開発者が集中浄化槽

等暫定処理施設を設置する場合には、将来、公共下水道への接続を容易にするため、

開発者は、管渠
きょ

、取付管、汚水桝等の排水施設等を木津川市公共下水道条例及び木

津川市排水設備基準並びに関係法令に基づき、開発者の負担において整備し、維持

管理を行わなければならない。 

５ 開発者は、開発区域内から排水をすることにより区域外の排水に支障を来すおそ

れがある場合は上流流域を含めて検討し、排水施設等の設置又は改修を必要とする

場合には、排水可能な部分まで自らの負担において整備しなければならない。なお、

施設等の設置又は改修に当たっては、水利関係団体及び河川管理者等の同意を得た

上で、市上下水道事業管理者と協議しなければならない。 

６ 開発者は、開発区域内の排水施設を接続する水路が民有の場合は、水路管理者等

の同意を得ると共に、必要に応じ自らの負担において整備しなければならない。 

７ 開発行為に伴い整備することとなる排水施設等の、構造等については、施行基準

及び関係法令によること。 

（消防施設） 

第１２条 開発者は、開発区域内に消防庁の定める消防水利の基準（昭和３９年消防

庁告示第７号）に基づき、必要な消火栓（消火栓器具箱を含む。）及び防火水槽並

びに消防水利標識を、相楽中部消防組合消防本部消防長（以下「消防長」という。）

及び市上下水道事業管理者と協議の上、自らの負担において整備しなければならな

い。 
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２ 開発者は、中高層建築物（階数が４階以上又は地盤面から棟高９メートル以上の

もの）を建築しようとするときは、はしご付消防ポンプ自動車等車両の進入路及び

消防活動空地等について消防長と協議の上整備しなければならない。 

３ 開発者は、前２項の規定のほか消防関係については、事前に消防長と協議しなけ

ればならない。 

第３章 公益施設 

（上水道） 

第１３条 開発者は、関連する上水道施設の整備等、上水道に関する事項については、

事前に市上下水道事業管理者と協議しなければならない。 

（ごみ処理施設） 

第１４条 開発者は、開発行為の規模に応じて、ごみ処理施設を自らの負担において

整備しなければならない。 

２ ごみ処理施設の位置及び規模並びに構造等については、市長と協議しなければな

らない。 

（交通安全施設） 

第１５条 開発者は、開発区域及びその周辺の道路交通について、道路標識、道路表

示、交通安全施設、街路灯等を市長及び関係機関と協議の上、自らの負担において

整備しなければならない。 

（自動車駐車場及び自転車等駐車場） 

第１６条 開発者は、開発行為を施行しようとするときは、施行基準の定めるところ

により、自らの負担において自動車駐車場及び自転車等駐車場を整備しなければな

らない。 

（集会所施設） 

第１７条 開発者は、開発行為の規模に応じて、施行基準に定めるところにより、自

らの負担において集会所を設置しなければならない。 

２ 集会所には、掲示板を設置しなければならない。 

３ 市長が必要と認めるときは、集会所の用地及び施設を、市に帰属しなければなら

ない。 
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４ 開発者は、前３項に定めるもののほか、集会所の管理運営及び設備等について、

市長と協議しなければならない。 

（広報施設） 

第１８条 開発者は、開発行為の規模により市長が指示するときは、広報板等の広報

施設を次の各号に定めるところにより、自らの負担において設置しなければならな

い。 

（１） 設置位置及び箇所等については、市長の指示によること。 

（２） 広報板の構造は、市の定める規格とすること。 

２ 市長が必要と認めるときは、広報施設及び用地を、市に帰属しなければならない。 

第４章 地域住民等との調整 

（地域住民及び関係機関との調整） 

第１９条 開発者は、開発行為の施行に際しては、災害の防止及び公害の防止並びに

住民の生命財産の保護を図り、公共の福祉のために最大の努力を払わなければなら

ない。 

２ 開発者は、開発行為の計画について、あらかじめ地元地域長、地元区長、地元町

内会長及び地域住民に対し説明会等の手段を用い理解を得ると共に、関係機関と必

要な協議を行い、開発行為の施行に際し紛争等が生じないようにしなければならな

い。ただし、必要十分な協議を行ったにもかかわらず関係住民又は関係機関が正当

な理由なくして開発行為に同意しないことが証明されたときは、この限りでない。 

３ 開発者は、開発行為の施行に起因して、災害・公害・電波障害・水質汚濁等の被

害を地域住民及び関係機関に与えたときは、責任をもってこれを補償するなど、問

題の解決に当たらなければならない。 

（標示板の掲示） 

第２０条 開発者は、第４条の規定による承認を得た後、周知措置として、開発区域

の周辺の住民等が見やすい場所に、標示板（別記様式第４号）を建築工事完了まで

掲示しなければならない。 

（農業施設関係） 

第２１条 開発者は、開発区域内に農業用水路がある場合は、関係者と事前に協議し
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同意を得るとともに、その機能を損なわないよう措置しなければならない。 

（埋蔵文化財） 

第２２条 開発者は、開発行為の施行区域内及びその周辺地域に埋蔵文化財包蔵地が

ある場合は、事前（盛り土及び擁壁等を設置する場合にはその前）に木津川市教育

委員会（以下「教育委員会」という。）と協議し、その指導に従わなければならな

い。 

２ 開発者は、周知の埋蔵文化財包蔵地以外であっても、開発行為の施行中において、

埋蔵文化財を発見したときは、直ちに工事を中止すると共に、速やかに教育委員会

に届け出て、指示を受けなければならない。 

第５章 宅地 

（宅地面積の基準） 

第２３条 １戸建住宅の１区画の宅地面積は、地区整備計画を定めた区域及び相楽ニ

ュータウン区域を除き、原則として１００平方メートル以上とする。ただし、開発

行為の規模により市長が必要と認めるときは、別途協議の上決定するものとする。 

第６章 一般事項 

（計画の変更） 

第２４条 開発者は、第４条の規定による事前協議の内容を変更しようとする場合に

は、再度市長と協議しなければならない。 

（管理等） 

第２５条 開発者は、開発行為により設置した公共施設及び公益施設の管理主体、管

理の方法その他管理に関して、あらかじめ市長と協議しなければならない。 

２ 開発者は、前項の規定による協議により市が引き継ぐこととなる公共施設及び公

益施設について、その移管手続を市長の指示により行うと共に、手続が完了するま

での間、当該施設の維持管理責任を負わなければならない。 

３ 開発者は、前項の規定により市に移管した公共施設及び公益施設について、市長

が必要と認めるものについては、市長が指示する期間、当該施設の維持管理を行わ

なければならない。 

４ 開発者は、第２項の規定により市に移管した公共施設及び公益施設について、移
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管した日から加算して２年間は、その工事の瑕疵に関し保証するものとし、開発者

の責任に起因する理由により、施設が汚損又は破損した場合には、開発者の責任に

おいて補償しなければならない。 

５ 開発者は、自らが管理する施設の維持管理を民間管理会社又は自治会等に委託し

た場合は、その維持管理責任の所在を明らかにしなければならない。なお、その証

となる書類の写しを、市長に提出しなければならない。 

６ 開発者は、開発したすべての宅地に関して住宅建設完了までは、自らの責任にお

いて維持管理しなければならない。 

（補則） 

第２６条 開発者は、当該開発区域内に有する権利を第三者に譲渡し、又は移転しよ

うとする場合は、あらかじめ市長と協議し、その承諾を受けなければならない。 

２ この告示に定めのない事項及び新たに発生した事項で、市長が必要と認めるもの

については、その都度開発者と協議し、これを決定するものとする。 

３ この告示の施行について必要な基準は、施行基準に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年３月１２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示は、この告示の施行の日の前日までに、合併前の木津町開発指導要綱（平

成７年木津町要綱第１０号）、加茂町開発指導要綱（昭和４６年１２月１日）又は

山城町開発事業に関する指導要綱（平成３年山城町告示第２０号）（以下これらを

「合併前の要綱」という。）の規定により申請書が受理されたものについては、な

お合併前の要綱の例による。 

附 則（平成１９年１２月２８日告示第２２９号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年８月２９日告示第９４号） 

この告示は、平成２０年９月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２２日告示第３７号） 
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この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年４月１日告示第４７号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第４６号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年２月１３日告示第６号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和５年３月２０日告示第３２号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和５年７月１２日告示第１１３号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和６年３月２９日告示第３２号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 
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別記様式第１号（第４条関係） 
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14 

 



15 
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別記様式第２号（第４条関係） 

 

開発計画事前協議申請に対する承認書

第 号

年 月 日

様

木津川市長 印

年 月 日付けで申請のあった開発計画事前協議については、木津川市

開発指導要綱第４条第２項の規定に基づき、次のとおり承認します。

１ 申請者（事業者） 住 所

氏 名

２ 開発区域に含ま

れる地域の名称

３ 開発区域の面積

４ 予 定 建 築 物

５ 承 認 条 件  
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別記様式第３号（第７条関係） 
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公共・公益施設に関する工事の検査済書

第 号

年 月 日

届出者（事業者） 様

木津川市長 印

次の開発行為に伴う公共 公益施設に関する工事については 年 月 日・ 、

検査の結果、木津川市開発指導要綱第４条の規定による承認の内容に適合していること

を証明します。

１ 開発行為の承認番号及び年月日

２ 工事を完了した開発区域に含まれる地域の名称

３ 承認を受けた者の住所及び氏名  
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別記様式第４号（第２０条関係） 

 


